日本建築法制会議 第６４回 総会 議事録

日　時：　２０１２年１１月６日（火曜日）１３時３０分～１６時

場　所：　東京都中央区京橋２丁目６番７号　京橋区民館３号室洋室

出席者：　１０名（敬称略・50音順）
大山  宏 、山東和朗 、瀬川茂子 、 竹川忠芳 、辻 英一、
辻村正美 、平松朝彦 、眞柄榮毅 、 室田達郎 、山田利行
· 主な配布資料（敬称略）

〇配布資料（大山　宏）

・『建築基本法シンポジウム「自然災害から生命と財産をどうやって守るか」』、
　　　日時：平成１１月２２日(木)１４：００～１５：３０　衆議院第二議員会館１階　（注）⇒　開催延期となりました

・「第４回　復旧復興支援部会連続シンポジウム「復旧の原理としての「建築」－
　　　　　　　コミュニティ・アーキテクト制をめぐって－」＆
復旧復興支援建築展「建築に何ができるか、できることとできないこと」
日時：２０１２年１１月９日　１３：００～１７：３０　場所：建築会館ホール

・「建築学会／社会システムのあり方で研究成果／市街地像に応じた三つの新制度提案」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日刊建設工業新聞、２０１２．９．１８．

・「建築家資格制度を再構築／芦原JIA会長が私案／国家資格化へ基礎づくり」、

建設通信新聞、２０１２．１０．１８．

・「建築基本法にも取組む」／国交省／井上住宅局長が方針、【既存にも法体系必要の声】」、

建設通信新聞、2012．10.10
・「社整審分科会／建築基準制度部会が議論開始／木造基準・耐震化促進・確認検査」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、日刊建設工業新聞、２０１２１０．２６．

・「特定建築物　耐震化に遅れ／支援策、改修技術促す／国交省」、建設通信新聞、　　

2012.10.26.
・「国交省／社整審分科会に「建築基準制度部会」設置／木造・適判・耐震改修テーマ」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、日刊建設工業新聞、２０１２．９．１１．

・「確認検査、木造基準、既存建築物/専門部会設け方向性/国交省、建基法見直し３分野」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、建設通信新聞、２０１２.９．１１．

・「建築物ストック統計（平成24年1月1日現在）の公表」、国交省、2012.10.3.
・「被災マンション：８割賛成で取り壊し…法制審中間まとめ」、
毎日新聞、2012．11．５．
・「住宅地盤の液状化対策、評価制度導入先送り　国交省」毎日新聞、2012．１０．５．

・「エレベーター事故：規制対象外７０万台　改善進まず」、毎日新聞、2012．１１．５．

・「町田・コストコ崩落　市、構造変更を見逃す」、東京新聞、２０１２．１０．３．

・「府文化財解除：大阪市内最古の民家解体へ」、毎日新聞、２０１２．９．２４．
・「古都の景観保全策探る　イコモス国内委　京大でシンポ」、京都新聞社、2012.11．５．

・「司法試験：合格率25.1％　新試験導入後、初めて上昇に、新司法試験の合格率の推移」、毎日新聞、２０１２．９．１２．

・「著者インタビュー：郷原信郎氏「検察崩壊　失われた正義」、毎日新聞、

２０１２．１０．４．

・『難問「ABC予想」解明か　望月京大教授、整数理論証明の論文』、

中国新聞、2012．９．１９．
・「余効滑り域、震災震源近接、２日前の最大前震分析　東北大」、河北新報、2012．10.1．
・『「放射能安全」集落　規制委人事の系譜』、東京新聞、２０１２．８．１０．

・「原子力規制委員会の運営とこの間の審議内容等についての質問・要請書」、

原子力規制委員会を傍聴する市民有志　NPO団体合同、2012年10月18日
・「福島原発事故、遅れたベントから得た教訓　米原子力発電運転協会が報告書」、

日本経済新聞、２０１２．９．２０．
〇配布資料（竹川忠芳）

・『建築法体系はどうあるべきか』、竹川忠芳、2012年11月6日
１．現行法の体系　２．責任の所在が不明確　３．新築中心から既存建物の有効活用へ
〇配布資料（平松朝彦）

・『法的に誰にも手に負えなくなっている建築の責任』、平松朝彦、2012年11月6日

⇒　“建物の区分所有等に関する法律”では現況のマンション暮らしの諸問題を
解決すべき課題が多々ある。
⇒　マンションにおける床や壁などの環境振動問題や騒音問題など諸問題が多い。

⇒　マンションには、普通でない人（我慢のできない人）が増えていることが、

将来、大きな社会問題に拡大していくのではないだろうか。
〇配布資料（山東和朗）

・『話題として』、山東和朗、2012年11月6日
１：建築教育史　２：建築法制の在り方について　３：「建築士」の社会的責任、

４：技術は経験していないことには無防備である　５：大工工務店をどう考えるか

⇒　鉄系・コンクリート系・木質系などのハウスメーカーの誕生秘話はたいへん興味深い。
〇配布資料（室田達郎）

『強風災害・豪雪災害調査体験記』、室田達郎、建築防災、2010年11月号、
⇒　地震以外の災害に対しても構造設計者は設計責任を果たすべきである。

〇配布資料（辻　英一）

・「構造計算適合性判定の見直しについて」、宮崎英也、STRUCTURE,No.124.、

2012年10月
・「構造計算書の不整合」で元請けを処分、日経アーキテクチュア、2012.10.10．

・「安全宣言　重い責任、イタリア　地震学者ら禁固６年」、朝日新聞、2012.．10．24．．

・「天声人語」、朝日新聞、２０１２．１０．２５．

・「次の大地震は予知できるか」、朝日新聞、2012年10月27日

⇒　“予測”と“予知”との違いとはどのようなことなのか
〇配布資料（真柄栄毅）

・『安全・安心と専門家の責任』 真柄　栄毅、2012年9月17日

・　国土交通省　社会資本整備審議会　建築分科会、委員　、建築基準制度部会　委員

・「市民社会＝信任社会」、岩井克人  、日本経済新聞、2012年10月31日　

・「消費者庁 消費者事故調 委員長　畑村洋太郎氏」、朝日新聞、2012年10月4日

・「列島　進まぬ耐震化　海岸線８００ｋｍ、官庁や病院６割満たず」　、
朝日新聞、2012年10月18日

・「地盤対策は自己責任　軟弱地盤　」、朝日新聞、2012年10月7日

・「欠陥工事で震災被害、仙台マンション住民が業者提訴」、朝日新聞、2012年10月6日

・「天井崩落防止策　国交省強化」、朝日新聞、2012年10月3日

・「石田瑞穂：防災のため被災地歩く」、朝日新聞、2012年11月1日

・「ラクイラ地震に関する地震研究者に対する有罪判決について（会長声明）」
日本地震学会
・「安全宣言　重い責任、イタリア地震学者ら禁固６年」、朝日新聞、2012年10月24日

・「地震防災対策強化地域判定会委員名簿」、２０１２年9月11日現在

· 「覆ったひずみの常識 大地震 浅い境界なぜ大すべり,
Ｍ９地震 残された日本海溝付近の謎」，朝日新聞2012年10月1日

・「東日本大震災の巨大津波　ずれやすい粘土層一因か」、朝日新聞、2012年9月13日

· 「高層ビルの揺れ骨組み直撃　防災科学技術研　長周期地震動で実験　」、
朝日新聞、2012年3月9日
・「東海地震７,9世紀にも、東南海・南海とほぼ同時期に」，朝日新聞、2012年9月13日

・学術フォーラム“巨大災害から生命と国土を護る－三十学会からの発信－”

　 　　　　会場：日本学術会議 講堂　平成２４年11月29日（木曜日）13時～18時

〇レポート回覧（山田利行）
・『東日本大震災からの教訓JSCAの提言2012年6月一般社団法人日本建築構造技術者協会
第Ⅰ編　東日本大震災における構造体の被害状況の分析と
耐震安全性確保に関する課題の整理と提言

第Ⅱ編　東日本大震災における非構造体の被害状況の分析と
耐震安全性確保に関する課題の整理と提言

 

